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１. 14年 9月中間期の連結業績（平成 14年 4月 1日 ～ 平成 14年 9月 30日）
(1)連結経営成績

　 　売    上    高 　　 営　業　利　益   経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

14年 9月中間期 23,737 7.2 2,495 84.6 2,496 72.1
13年 9月中間期 22,147 △ 0.8 1,352 △ 3.7 1,450 △ 2.9
14年 3月期 46,602 2,989 3,297

     中間(当期）純利益         １ 株 当 た り 中 間    潜在株式調整後１株当

          ( 当 期 ） 純 利 益    たり中間(当期）純利益

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭

14年 9月中間期 1,251 135.1 62.11 -
13年 9月中間期 532 51.3 26.29 -
14年 3月期 1,260 62.25 -
(注)①持分法投資損益    14年 9月中間期               1 百万円   13年 9月中間期            3 百万円   14年 3月期            7 百万円

     ②期中平均株式数（連結）14年 9月中間期    20,152,635 株　　13年 9月中間期    20,253,149 株　　14年 3月期    20,253,081 株

     ③会計処理の方法の変更　　 無

     ④売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)連結財政状態
      　  総  資  産        　株  主  資　本       株主資本比率 １株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭

14年 9月中間期 53,445 37,709 70.6 1,889.97
13年 9月中間期 53,923 36,936 68.6 1,823.71
14年 3月期 55,272 37,455 67.7 1,856.96
(注)期末発行済株式数（連結）14年 9月中間期    19,952,259 株　　13年 9月中間期    20,253,178 株　　14年 3月期    20,252,922 株

(3)連結キャッシュ･フローの状況
　 営業活動による 　 投資活動による 　財務活動による 現金及び現金同等物

　キャッシュ・フロー 　キャッシュ・フロー キャッシュ・フロー 期　 末 　残 　高
百万円 百万円 百万円 百万円

14年 9月中間期 1,780 △ 864 △ 1,334 9,533
13年 9月中間期 111 △ 221 1,050 9,417
14年 3月期 1,953 △ 1,169 702 9,987

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項
    連結子会社数  15　社   持分法適用非連結子会社数　0　社   持分法適用関連会社数　1　社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況
    連結（新規）1　社  （除外）0　社   持分法（新規）0　社  （除外）　0　社

２. 15年 3月期の連結業績予想（ 平成 14年 4月 1日  ～  平成 15年 3月 31日 ）
　 　　  売   上   高 　　経　常　利　益 当　期　純　利　益

百万円 百万円 百万円

通　　期 48,700 4,700 2,300
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）              115円   28銭
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１．企業集団の状況

　当企業集団は、オイレス工業株式会社（当社）および子会社15 社、関連会社2 社により構成されており、

軸受機器、構造機器、建築機器の製造販売を主な事業としているほか、これらに付帯する一切の業務を営ん

でおります。

　企業集団の事業内容と当社および子会社、関連会社の当該事業における位置づけはつぎのとおりでありま

す。

区 分 主 要 製 品 当 社 及 び 各 社 の 位 置 づ け

軸受機器 オイルレスベアリング等

　中間連結財務諸表提出会社が開発、製造および販売をおこなっ

ておりますが、ユニプラ㈱、ルービィ工業㈱、㈱リコーキハラ、

オーケー工業㈱および東和電気㈱は特定製品の製造を、大平産業

㈱およびオイレス東日本販売㈱は特定地域における販売をおこな

っております。また、Oiles America Corporationは北米市場に

おける特定製品の製造販売を、自潤元件工業(股)は台湾市場にお

ける特定製品の製造販売を、Oiles Tribomet Gleitelemente GmbH

はヨーロッパ市場における特定製品の製造販売を、上海自潤軸承

有限公司は中国市場における特定製品の製造販売をおこなってお

ります。

構造機器 免震・制振装置等

　中間連結財務諸表提出会社が開発、製造および販売をおこなっ

ておりますが、ユニプラ㈱および㈱リコーキハラは特定製品の製

造を、㈱免震エンジニアリングは免震・制振装置のスペックイン

活動および設計・保守業務をおこなっております。また、Daｍping

Systems Limitedは免震装置の開発業務をおこなっております。

建築機器 ウィンドーオペレーター

住宅用機器等

　中間連結財務諸表提出会社が開発、製造および販売をおこなっ

ておりますが、東和電気㈱は特定製品の開発および製造を、オイ

レス・エコシステム㈱は特定地域における販売、工事ならびに保

守をおこなっております。

　以上の企業集団等について事業系統図を示すと次のとおりであります。

　(注)無印　連結子会社
＊１　持分法適用会社

＊２　持分法非適用会社

＊ ３　㈱キソーは平成 14 年４月１日をもってオイレス東日本販売㈱へと名称を変更いたしました。

＊ ４  平成 14 年４月 11 日に設立し、開業準備中であります。
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国　内（10社） 海　外（７社）

（国内ユーザー）

オイレス・エコシステム㈱
（建築機器） 販 売

大平産業㈱
（軸受機器、その他） 販 売

オイレス東日本販売㈱
（軸受機器） 販 売

㈱免震エンジニアリング
（構造機器） 販 売

東和電気㈱
(軸受機器、建築機器、その他) 製造販売

東和電気㈱（鹿児島）
（その他） 製 造

ユニプラ㈱
（軸受機器、構造機器、その他） 製造販売

㈱リコーキハラ
（軸受機器、構造機器、その他） 製造販売

ルービィ工業㈱
（軸受機器） 製造販売

オーケー工業㈱
（軸受機器） 製 造

Oiles USA Holding Incorporated 持株会社

Damping Systems Limited
（構造機器） 開 発

＊２

Oiles America Corporation
（軸受機器）

製造販売

自潤元件工業(股)有限公司
（軸受機器）

製造販売

製造販売上海自潤軸承有限公司
（軸受機器）

Oiles Tribomet Gleitelemente GmbH
（軸受機器） 製造販売

Oiles(Thailand)Company Limited
（軸受機器）

製造販売

＊１

＊４
＊３



連－2

２．経営方針

　１．経営の基本方針

当企業グループは『オイルレスベアリングの総合メーカーとして世界のリーダーとなり、技術で社

会に貢献する』ことを経営理念としております。

この経営理念は、創造的な研究開発の追求とそれによって世界に飛躍するという創業の精神と志を

表わしたものであり、まさに現在のわが国製造業を取り巻く環境において必要な理念であると考えて

おります。

その実現のために、当企業グループをあげて経営と業務のしくみを改革し、また海外も含めた新市

場の深耕、開拓、創造および新製品の開発をすすめることによって、企業価値を向上させることに取

り組んでまいります。

　２．利益配分に関する基本方針

　利益配分につきましては、中長期的な視点から、業績に裏付けられた成果の配分をおこなうことを

基本方針としております。

株主の皆様に対する配当額につきましては、当該期間における業績の実績と今後の業績の予想を基

本とし、さらに安定的かつ継続的な配当の確保、将来の事業展開と今後の経営基盤の強化のための投

資などを考慮し総合的に勘案して決定しております。

当中間期の利益配当金につきましては、1 株につき１０円とさせていただきたいと存じます。

また、内部留保金につきましては、今後の成長確保のために必要不可欠なものであり、中長期的な

経営戦略である企業構造の改革、創造的新製品の開発と新市場の開拓および真のグローバル化のため

の投資などに有効に活用させていただく所存であります。

3．中長期の経営戦略

平成 14 年度を初年度とする中期３ヵ年計画において次のとおり定めております。

（1） 第二の創業を契機として、すべての企業構造の改革に取り組む

当グループの中心であるオイレス工業は、平成 14 年 3月をもって創立 50周年を迎えまし

た。そこで次の 50 年に向って今一度創業の精神に立ち戻り、これまでの既成概念を取り払

いゼロから発想して、販売、製造、技術および企画・事務のすべての分野にわたって、諸

制度、業務のしかた、行動特性などを根本から見直します。

(2) 創造的新製品を開発し新市場を開拓する

当グループの経営理念に基づき、世界でナンバーワンと言える新製品と新技術を創造し、新

たな市場を開拓します。

(3) 真のグローバル化を推進する

事業のグローバル化と経営構造のグローバル化という２つのグローバル化の視点から、経営

のガバナンス、会計制度、グループ経営管理、人材育成などにおいて、企業のグローバル化

を推進します。
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４．対処すべき課題

中長期の経営戦略をふまえて、平成 14 年度の年次経営方針を次のとおりとして計画達成に向けて

グループをあげて取り組みます。

(1) 成長基盤の確立と収益力の向上

① 業種指向および顧客ニーズ指向の営業強化

② 重点的かつスピーディな新製品開発と海外市場の拡大

(2) 効率の徹底追求

① 業種別採算性の抜本的改善

② 納期・品質・コストダウンへの継続的な取り組み

③ すべての資産の効率向上

(3) 人を活かす組織・制度基盤の再構築

(4) 環境・安全・危機管理・企業倫理体制の強化・構築

また、これらの方針達成のための重点施策として、次の５項目をあげて取り組みます。

（1）世界一、世界初の新製品開発と新技術開発を推進する。

（2）売上至上主義を排し、顧客満足度の追及による利益向上をはかる。

（3）売上原価率を徹底的に低減する。

（4）業種別・製品別の販売体制を強化する。

（5）本社部門の業務の抜本的な見直しと効率向上をはかる。

５．経営管理組織の整備等（コーポレート・ガバナンス）の充実に関する施策

執行役員制度の導入、社外取締役の選任などコーポレート・ガバナンス充実のための諸施策などに

ついては、当社の発展に資するものは何かという視点をもって、必要なものは積極的に導入し、経営

管理組織の整備をはかってまいります。

３．経営成績および財政状態

１．経営成績

（1）当中間期の概況

当中間期におけるわが国の経済は、前期からの設備投資の減少や個人消費の不振などが継続し

ましたが、一方で自動車分野およびそれに関連する製造設備などが堅調に推移しました。

このような環境下にあって、当グループは、製品群別および業種別の販売態勢の強化をはかる

とともに、生産効率ならびに業務効率の向上による一層の原価低減をはかり、収益の確保につと

めてまいりました。

この結果、グループ全体の売上高は 237 億 3千 7百万円（前年同期比 7.2％増）、経常利益は24

億 9 千 6 百万円（前年同期比 72.1％増）となり、当期の単体での売上高は 192 億 5 千 6 百万円

（前年同期比 8.0％増）、経常利益は 21 億円（前年同期比46.0％増）となりました。
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（2）セグメント別実績

セグメント別の売上高実績につきましては、次のとおりであります。

＜軸受機器（軸受カンパニーグループ）＞

　主力の自動車部品につきましては、自動車関連メーカーの海外生産移転が継続されるなか、

海外子会社での販売が増加し、また国内においても新規採用車種の拡大や新製品の投入と採

用により、前年同期を上回る実績を達成いたしました。またプラスチック加工機械向け製品

は、同機械の生産回復に伴い、前年同期に比べて大きく伸長しました。一方で、ＦＡ機器、

一般産業機械向け製品などにおきましては、昨年来の市場の冷え込みの影響を受け、前年同

期の実績をやや下回りました。新製品・新市場に関しましては、高機能、高精度のオイレス

エアベアリングの情報技術（ＩＴ）関連製造設備等への採用が拡大いたしました。

この結果、軸受機器グループ全体の売上高は 115 億 8千 6百万円（前年同期比 11.2％増）

となり、単体での軸受機器全体の売上高は 97 億 2千 4百万円（前年同期比 5.8％増）となり

ました。

＜構造機器（免制震カンパニーグループ）＞

橋梁用支承につきましては、昨年度末の受注残が高水準であったこと、また橋梁の耐震性

がいっそう重視されてきたことから、地震力低減のための減衰力が大きい免震支承（ＬＲＢ）

受注が増加したことにより、前年同期の実績を上回りました。

建築用免震・制振装置につきましては、物件の工事延期などの影響を受け実績が前年同期

を下回りました。

この結果、構造機器グループ全体の売上高は 65 億 3千 1百万円（前年同期比 15.0％増）

となり、単体での構造機器全体の売上高は 65 億 1千 2百万円（前年同期比 16.7％増）とな

りました。

＜建築機器（建機カンパニーグループ）＞

主力製品であるウィンドーオペレーターにつきましては、建築着工面積の減少傾向が継続

するなか、新型ハンドルボックス（排煙・換気兼用）の投入を推進しましたが、前年同期を

やや下回る結果となりました。住宅用ブラインドシャッターにつきましては、新製品のサン

シャディミラレスの採用が順調に拡大し、前年同期の実績を上回りました。エコシリーズ製

品につきましては、オフィスの省エネ型の環境製品として認められた結果、前年同期の実績

を上回りました。

この結果、建築機器グループ全体の売上高は 40 億 9千 6百万円（前年同期比 5.1％減）と

なり、単体での建築機器全体の売上高は 30 億 1千 9百万円（前年同期比 1.4％減）となりま

した。

（3）通期の見通し

下期の見通しにつきましては、すべてのセグメントにおいて、本中間期より厳しい環境となる

と予想しておりますが、業種別の効率的な販売活動、市場のニーズに合致しかつ独自性をもっ

た新製品の投入、継続的なコストダウンの推進、間接部門の効率性向上などにより、業績の向

上に努めてまいります。
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この結果、通期のグループ全体での売上高は 487 億円、経常利益は 47億円を計画しておりま

す。また、単体での売上高は 388 億円、経常利益は 40億円を計画しております。

2．財政状態

(１)当期末の資産の状況

総資産…………53,445 百万円（前期末比　　1,827 百万円減少）

・ 株主資本………37,709 百万円（前期末比　253 百万円増加）

・ 株主資本比率…70.6％　　　 (前期末比　2.9 ポイント増加)

　当中間期末は、前期末に比べて売上債権 818 百万円減少、棚卸資産 327 百万円減少、投資

有価証券 152 百万円減少、減価償却累計額 421百万円増加などにより、総資産は 1,827 百万

円減少しました。負債は、仕入債務 1,836 百万円減少、短期借入金 506 百万円減少などによ

り 2,105 百万円減少しました。株主資本は、剰余金が 855 百万円増加しましたが、資本の控

除項目である自己株式の取得などにより、253 百万円の増加に留まりました。

    (２)キャッシュ・フローの状況

　　　　　　

（前期末） （当中間期末） （増減）

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,953 1,780 △ 173

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 1,169 △ 864 305

財務活動によるキャッシュ・フロー 702 △ 1,334 △ 2,036

現金及び現金同等物の期末残高 9,987 9,533 △ 454

税金等調整前当期純利益 2,192 百万円と減価償却費 785 百万円を主体に営業活動によるキ

ャッシュ・フローは 1,780 百万円となりました。投資活動によるキャッシュ・フローは有形

固定資産の取得 472 百万円、保険積立金の積立 643 百万円などにより 864 百万円の支出とな

り、フリー・キャッシュ・フローは 916 百万円となりました。これを自己株式の取得、借入

金の返済、配当金の支払い等に充当しましたので、財務活動によるキャッシュ・フローは 1,334

百万円の支出となりました。以上の結果、現金及び現金同等物の期末残高は、前期より 454

百万円減少し、9,533 百万円となりました。

＜業績等の予想に関する注意事項＞

　この資料に記載されております業績等の予想数字につきましては、現時点で得られた

情報に基づいて算出しておりますが、多分に不確定な要素を含んでおります。従いまし

て、実際の業績等は、業況の変化などにより、この資料に記載されている予想とは異な

る場合がありますことをご承知おきください。
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４．中間連結財務諸表
　１．中間連結貸借対照表 （単位：百万円）

年      度 13年9月期 14年9月期 14年3月期

(平成13年9月30日現在) (平成14年9月30日現在) (平成14年3月31日現在) 増     減

科      目 金   額 構成比 金   額 構成比 金   額 構成比 （△印減）

〔 資 産 の 部 〕 ％ ％ ％

 流  動  資  産 [ 33,104 ] 61.4 [ 33,141 ] 62.0 [ 34,753 ] 62.9 [ △ 1,612 ]

現 金 及 び 預 金 4,243 5,098 4,953 144

受取手形及び売掛金 17,559 17,727 18,545 △ 818

有 価 証 券 5,245 4,525 5,124 △ 598

棚 卸 資 産 5,030 4,867 5,194 △ 327

未 収 入 金 203 155 191 △ 35

繰 延 税 金 資 産 434 551 466 85

そ の 他 464 303 373 △ 70

貸 倒 引 当 金 △ 76 △ 87 △ 96 9

 固  定  資  産 [ 20,818 ] 38.6 [ 20,304 ] 38.0 [ 20,519 ] 37.1 [ △ 215 ]

有形固定資産 ( 13,372 ) 24.8 ( 12,948 ) 24.2 ( 13,359 ) 24.2 ( △ 411 )

建 物 及 び 構 築 物 11,632 11,873 11,861 12

機 械 装 置 12,129 12,353 12,433 △ 80

工 具 器 具 備 品 6,630 6,928 6,795 133

土 地 3,483 3,494 3,546 △ 51

建 設 仮 勘 定 182 188 170 17

そ の 他 448 311 332 △ 20

減 価 償 却 累 計 額 △ 21,135 △ 22,202 △ 21,780 △ 421

無形固定資産 ( 207 ) 0.4 ( 160 ) 0.3 ( 174 ) 0.3 ( △ 14 )

連 結 調 整 勘 定 25 － － －

そ の 他 182 160 174 △ 14

投資その他の資産 ( 7,238 ) 13.4 ( 7,195 ) 13.5 ( 6,985 ) 12.6 ( 210 )

投 資 有 価 証 券 4,570 4,253 4,405 △ 152

長 期 貸 付 金 154 85 73 11

繰 延 税 金 資 産 989 1,027 1,086 △ 59

そ の 他 2,005 2,403 1,965 437

貸 倒 引 当 金 △ 481 △ 573 △ 546 △ 27

合                計 53,923 100.0 53,445 100.0 55,272 100.0 △ 1,827
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（単位：百万円）

年      度 13年9月期 14年9月期 14年3月期

(平成13年9月30日現在) (平成14年9月30日現在) (平成14年3月31日現在) 増     減

科      目 金   額 構成比 金   額 構成比 金   額 構成比 （△印減）

〔 負 債 の 部 〕 ％ ％ ％

 流  動  負  債 [ 13,192 ] 24.5 [ 11,973 ] 22.4 [ 14,054 ] 25.4 [ △ 2,081 ]

支払手形及び買掛金 7,354 6,600 8,436 △ 1,836

短 期 借 入 金 2,624 2,087 2,593 △ 506

未 払 法 人 税 等 666 1,001 602 399

未 払 消 費 税 等 144 226 173 53

未 払 費 用 900 744 856 △ 112

賞 与 引 当 金 932 938 914 23

固定資産購入支払手形 16 1 1 0

そ の 他 552 373 476 △ 103

 固  定  負  債 [ 3,303 ] 6.1 [ 3,242 ] 6.1 [ 3,266 ] 5.9 [ △ 23 ]

長 期 借 入 金 2,012 2,080 1,949 130

退 職 給 付引 当 金 288 346 337 8

役員退職慰労引当金 701 492 683 △ 190

預 り 保 証 金 299 309 293 15

繰 延 税 金 負 債 0 0 1 △ 0

連 結 調 整 勘 定 － 10 1 9

そ の 他 － 3 － 3

負       債       計 16,495 30.6 15,216 28.5 17,321 31.3 △ 2,105

〔 少 数 株 主 持 分 〕

 少 数 株 主 持 分 [ 492 ] 0.9 [ 520 ] 1.0 [ 495 ] 0.9 [ 24 ]

〔 資 本 の 部 〕

 資    本    金 8,585 15.9 8,585 16.1 8,585 15.5 －

 資 本 剰 余 金 9,474 17.6 9,474 17.7 9,474 17.1 －

 利 益 剰 余 金 19,583 36.3 20,964 39.2 20,108 36.4 855

 その他有価証券評価差額金 △ 116 △ 0.2 △ 39 △ 0.1 △ 120 △ 0.2 81

 為替換算調整勘定 △ 75 △ 0.1 △ 155 △ 0.3 △ 76 △ 0.1 △ 79

 自  己  株  式 △ 514 △ 1.0 △ 1,119 △ 2.1 △ 515 △ 0.9 △ 604

資       本       計 36,936 68.5 37,709 70.6 37,455 67.8 253

合                計 53,923 100.0 53,445 100.0 55,272 100.0 △ 1,827
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　２．中間連結損益計算書 （単位：百万円）

年      度 13年9月期     14年9月期 14年3月期

平成13年4月１日から 平成14年4月１日から 増     減 平成13年4月１日から
平成13年9月30日まで 平成14年9月30日まで （△印減） 平成14年3月31日まで

科      目 金   額 構成比 金   額 構成比 金   額 構成比

（営業損益の部） ％ ％ ％

営  業  収  益

売 上 高 22,147 100.0 23,737 100.0 1,589 46,602 100.0

営  業  費  用

売 上 原 価 14,591 65.9 14,978 63.1 387 31,140 66.8

販売費及び一般管理費 6,204 28.0 6,263 26.4 58 12,471 26.8

営 業 利 益 1,352 6.1 2,495 10.5 1,143 2,989 6.4

（ 営 業 外 損 益 の 部）

営  業  外  収  益

営  業  外  収  益受 取 利 息 31 27 △ 4 55

為 替 差 益 － － － 181

その他の営業外収益 147 166 18 197

営  業  外  費  用

支 払 利 息 47 44 △ 3 78

有 価 証 券 売 却 損 － 0 0 30

為 替 差 損 23 137 114 －

その他の営業外費用 10 10 0 18

経 常 利 益 1,450 6.5 2,496 10.5 1,046 3,297 7.1

特  別  利  益

固 定 資 産 売 却 益 0 13 12 0

投資有価証券売却益 0 3 3 －

貸 倒 引 当 金 戻 入 益 42 5 △ 37 47

特  別  損  失

固定資産売却・廃棄損 88 47 △ 40 247

投資有価証券売却損 3 0 △ 2 15

投資有価証券評価損 219 276 56 444

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 78 － △ 78 163

会 員 権 評 価 損 － 1 1 7

税 金 等 調 整 前 中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 1,104 5.0 2,192 9.2 1,087 2,466 5.3

法人税住民税及び事業税 677 1,016 338 1,406

法 人 税 等 調 整 額 △ 128 △ 91 36 △ 243

少 数 株 主 損 益 22 16 △ 6 41

中間 （ 当期 ）純 利益 532 2.4 1,251 5.3 719 1,260 2.7
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　３．中間連結剰余金計算書 （単位：百万円）

年      度 13年９月期 14年９月期 14年３月期

平成13年４月１日から 平成14年４月１日から平成13年４月１日から

科      目 平成13年９月30日まで 平成14年９月30日まで平成14年３月31日まで

連 結 剰 余 金 期 首 残 高 19,396 － 19,396

計 19,396 － 19,396

子会社合併による剰余金減少額 6 － 6

配 当 金 263 － 465

役 員 賞 与 75 － 75

計 345 － 547

532 － 1,260

19,583 － 20,108

（資本剰余金の部）

－ 9,474 －

－ － －

－ － －

－ 9,474 －

（利益剰余金の部）

－ 20,108 －

－ 1,251 －

中 間 純 利 益 － 1,251 －

395 －

配 当 金 － 324 －

役 員 賞 与 － 71 －

－ 20,964 －

利 益 剰 余 金 期 首 残 高

資 本 剰 余 金 減 少 高

利 益 剰 余 金 増 加 高

利 益 剰 余 金 中 間 期 末 残 高

利 益 剰 余 金 減 少 高

資 本 剰 余 金 期 首 残 高

資 本 剰 余 金 増 加 高

資 本 剰 余 金 中 間 期 末 残 高

連 結 剰 余 金 期 首 残 高

連 結 剰 余 金 減 少 高

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益

連 結 剰 余 金 中 間 期 末 （ 期 末 ） 残 高
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　４．中間連結キャッシュ・フロー計算書 （単位：百万円）

年      度 13年９月期 14年９月期 14年３月期
平成13年４月１日から 平成14年４月１日から 平成13年４月１日から

科      目 平成13年９月30日まで 平成14年９月30日まで 平成14年３月31日まで

１.営業活動によるキャッシュフロー
税金等調整前中間（当期）純利益 1,104 2,192 2,466

減価償却費 815 785 1,772

連結調整勘定償却額 14 9 28

貸倒引当金の増加額 85 18 169

退職給付引当金の増減額 △ 103 8 △ 61

役員退職慰労引当金の増減額 135 △ 190 116

受取利息及び配当金 △ 61 △ 69 △ 105

支払利息 47 44 78

為替差損 － 137 －

固定資産廃棄損 88 47 247

投資有価証券評価損 219 276 323

未払消費税の増減額 △ 44 53 △ 15

売上債権の減少額 1,679 783 727

仕入債務の減少額 △ 1,859 △ 1,817 △ 780

棚卸資産の増減額 △ 461 266 △ 585

役員賞与の支払額 △ 75 △ 71 △ 75

その他 △ 396 △ 158 △ 373

小計 1,187 2,317 3,932

利息及び配当金の受取額 61 75 102

利息の支払額 △ 42 △ 38 △ 75

法人税等の支払額 △ 1,094 △ 574 △ 2,005

営業活動によるキャッシュフロー 111 1,780 1,953

２.投資活動によるキャッシュフロー
定期預金の払戻による収入 337 － 307

定期預金設定による支出 △ 22 － △ 10

有形固定資産の取得による支出 △ 749 △ 472 △ 1,601

有形固定資産の売却による収入 99 23 0

投資有価証券の取得による支出 △ 49 △ 22 △ 138

投資有価証券の売却による収入 181 40 214

保険積立金の積立による支出 － △ 643 －

保険積立金の払戻による収入 － 143 －

貸付による支出 △ 256 △ 61 △ 329

貸付金の回収による収入 322 149 450

その他の収支 △ 85 △ 23 △ 63

投資活動によるキャッシュフロー △ 221 △ 864 △ 1,169

３.財務活動によるキャッシュフロー
短期借入金の増減額 341 △ 447 486

長期借入の実行による収入 1,075 120 1,081

長期借入金の返済による支出 △ 95 △ 74 △ 351

親会社による配当金の支払額 △ 263 △ 324 △ 466

少数株主への配当金の支払額 △ 7 △ 5 △ 47

自己株式の取得による支出 0 △ 604 －

その他 － － △ 0

財務活動によるキャッシュフロー 1,050 △ 1,334 702

４.現金及び現金同等物に係る換算差額 24 △ 34 48

５.現金及び現金同等物の増減額 964 △ 454 1,535

６.現金及び現金同等物の期首残高 8,452 9,987 8,452

７.現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高 9,417 9,533 9,987
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５．中間連結財務諸表作成のための基本となる事項

１．連結の範囲に関する事項

連結子会社は 15 社であり以下のとおりです。

【国内】 オイレス東日本販売株式会社、ユニプラ株式会社、東和電気株式会社、東和電気株式会社(鹿

児島)、株式会社リコーキハラ、大平産業株式会社、株式会社免震エンジニアリング、ルービ

ィ工業株式会社、オイレス・エコシステム株式会社

＊平成 14 年 4 月 1 日に株式会社キソーはオイレス東日本販売株式会社に社名変更しておりま

す。

【海外】 Oiles USA Holding Incorporated、Oiles America Corporation、

Oiles Tribomet Gleitelemente GmbH、自潤元件工業(股)有限公司、上海自潤軸承有限公司、

Oiles(Thailand)Company Limited

２．持分法の適用に関する事項

持分法適用会社は1 社であります。

【国内】オーケー工業株式会社

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

Oiles USA Holding Incorporated、Oiles America Corporation、Oiles Tribomet Gleitelemente GmbH、

自潤元件工業(股)有限公司、上海自潤軸承有限公司、Oiles(Thailand)Company Limited の中間決算日

は、６月 30 日であります。なお中間連結決算日との差異にかかる連結会社間の重要な取引については

調整しております。

４．会計処理基準に関する事項

連結子会社の会計処理基準は、以下の項目を含め中間連結財務諸表提出会社が採用する会計処理基準

とおおむね同一の会計処理基準を採用しております。

 (1)有価証券の評価基準及び評価方法

①関係会社株式　　　　移動平均法に基づく原価法

②そ の 他 有 価 証 券         　イ．時価のあるもの・・中間決算日の市場価格等に基づく時価法（評

 価差額は全部資本直入法により処理し、売

 却原価は移動平均法により算定）

　ロ．時価のないもの・・移動平均法に基づく原価法

 (2)棚卸資産の評価基準及び評価方法

①製 品 ・ 仕 掛 品         　総平均法に基づく原価法

ただし個別注文生産品は個別法に基づく原価法

②原 材 料         　総平均法に基づく原価法

③貯 蔵 品         　最終仕入原価法に基づく原価法

(3)固定資産の減価償却方法

①有 形 固 定 資 産         　  定率法

ただし、平成 10 年 4 月 1 日以降に取得した建物（付属設備を除く）につ

いては、定額法を採用しております。

②無 形 固 定 資 産           　自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（5 年）
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に基づく定額法、それ以外の無形固定資産については、定額法を採用して

おります。

(4)重要な引当金の計上基準

①貸 倒 引 当 金         　　一般債権については貸倒実績率（法人税法の経過措置による法定繰入率

が貸倒実績率を超える場合は法定繰入率）により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上してお

ります。

②賞 与 引 当 金         　　従業員の賞与支給に備えるため、支給対象期間に対応した支給見込額を

計上しております。

③退 職 給 付 引 当 金         　　従業員（パートタイマー及び嘱託を含む）の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当

中間連結会計年度末において発生していると認められる額を計上しており

ます。

なお、会計基準変更時差異（1,440 百万円）については、5 年間で定額償

却しており、数理計算上の差異は 10 年による定額法により翌期から償却し

ております。

④役員退職慰労引当金　　役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規による要支給額を商法第 287

条ノ 2 に規定する引当金として計上しております。

 (5)リース取引の処理方法

　　　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

については、通常の賃貸借取引に係わる方法に準じた会計処理によっております。

 (6)ヘッジ会計の処理方法

イ．ヘッジ会計の方法　　　金利スワップについて特例処理を適用しております。

ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象

 　　　　・ヘッジ手段　　　金利スワップ取引

 　　　　・ヘッジ対象　　　借入金の利息

　ハ．ヘッジ方針　　　　　　借入金の金利変動リスクを回避する目的で、金利スワ

　　　　　　　　　　　　　　　　　ップ取引を行っております。

　ニ．ヘッジの有効性評価方法　　　金利スワップの特例処理要件を満たしており、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　その判定をもって有効と致しております。

５．投資勘定と資本勘定との相殺消去に関する事項

親会社投資勘定と子会社資本勘定の相殺消去は段階法によっており、連結子会社の資産及び負債の評

価については、全面時価評価法を採用しております。

なお、少額なものを除き、連結調整勘定は発生した期から５年で償却しております。

６．未実現損益の消去に関する事項

連結会社間の資産の売買に伴う未実現利益は全額消去し、少数株主持分に対応する部分は少数株主持

分より控除しております。

なお、減価償却資産の売買に関する未実現利益は、重要性のあるものについて消去を行い、減価償却

費の修正をおこなっております。
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７．在外連結子会社等の財務諸表項目の換算に関する事項

在外連結子会社の財務諸表項目の円貨への換算は、決算日レート法によっております。

８．利益処分項目等の取り扱いに関する事項

連結剰余金計算書は、連結会社の利益処分について、中間連結会計年度中に確定した利益処分に基づ

いて作成しております。

９．適格退職年金制度に関する事項

中間連結財務諸表提出会社は正社員について、連結子会社６社は一部について適格退職年金制度を採

用しております。

（追加情報）

　　当中間連結会計年度から「自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準」（企業会計基

　準第 1 号）を適用しております。これによる当中間連結会計年度の損益に与える影響はありませ

　ん。

　　なお、中間連結財務諸表等規則の改正により、当中間連結会計年度における中間連結貸借対照

　表の資本の部については、改正後の中間連結財務諸表規則により作成しております。
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６．注記事項

（中間連結貸借対照表関係）
※１. 非連結子会社および関連会社に係わる注記

13年９月期 14年９月期 14年３月期

資     産
投 資 有 価 証 券 （株 式 ） 103百万円 107百万円 76百万円

※２. 期末日満期手形

受 取 手 形 897百万円 - 百万円 872百万円
支 払 手 形 24百万円 - 百万円 17百万円

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

現金および現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に記載されている科目の金額との関係

13年９月期 14年９月期 14年３月期

現金及び預金勘定 4,243百万円 5,098百万円 4,953百万円

有価証券勘定 5,245百万円 4,525百万円 5,124百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △ 72百万円 △ 90百万円 △ 90百万円

現金及び現金同等物の残高 9,417百万円 9,533百万円 9,987百万円
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（リース取引関係）

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

１． リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び中間期末（期末）残高相当額

項目 13年９月期 14年９月期 14年３月期

取 得 価 額 相 当 額 器具備品等 1,816百万円 2,153百万円 2,050百万円

減価償却累計額相当額 器具備品等 747百万円 893百万円 817百万円

中間期末（期末）残高相当額 器具備品等 1,068百万円 1,260百万円 1,232百万円

２．未経過リース料中間期末（期末）残高相当額

13年９月期 14年９月期 14年３月期

1 年 内 353百万円 417百万円 395百万円

1 年 超 738百万円 855百万円 852百万円

合　　　　　 計 1,091百万円 1,272百万円 1,248百万円

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

13年９月期 14年９月期 14年３月期

支払リース料 222百万円 236百万円 438百万円

減価償却費相当額 207百万円 228百万円 416百万円

支払利息相当額 13百万円 6百万円 20百万円

４．減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

５．利息相当額の計算方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方法につ

いては、利息法によっております。

（１株当たり情報）

13年9月期 14年9月期 14年3月期

１株当たり純資産額 1,823.71 円 1,889.97 円 1,856.96 円

１株当たり中間（当期）純利益 26.29 円 62.11 円 62.25 円
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７．セグメント情報

　１．事業の種類別セグメント情報

14年９月期(平成14年４月１日～平成14年９月30日) （単位:百万円）

軸受機器 構造機器 建築機器 その他 計
消去又は
全社 連結

1.売上高及び営業利益

売 上 高

1)外部顧客に対する売上高 11,586 6,531 4,096 1,522 23,737 － 23,737

2)セグメント間の内部売上高 － － － 17 17 (△17) －

計 11,586 6,531 4,096 1,539 23,754 (△17) 23,737

営 業 費 用 10,386 5,369 3,948 1,555 21,259 (△17) 21,242

営 業 利 益 1,200 1,162 148 △ 15 2,495 － 2,495

13年９月期(平成13年４月１日～平成13年９月30日) （単位:百万円）

軸受機器 構造機器 建築機器 その他 計
消去又は
全社 連結

1.売上高及び営業利益

売 上 高

1)外部顧客に対する売上高 10,423 5,679 4,316 1,728 22,147 － 22,147

2)セグメント間の内部売上高 － － － 5 5 (△5) －

計 10,423 5,679 4,316 1,733 22,153 (△5) 22,147

営 業 費 用 9,398 5,285 4,371 1,745 20,801 (△5) 20,795

営 業 利 益 1,024 394 △ 55 △ 11 1,352 － 1,352

14年３月期(平成13年４月１日～平成14年３月31日) （単位:百万円）

軸受機器 構造機器 建築機器 その他 計
消去又は
全社 連結

1.売上高及び営業利益

売 上 高

1)外部顧客に対する売上高 21,003 12,598 9,342 3,657 46,602 － 46,602

2)セグメント間の内部売上高 － － － 22 22 (△22) －

計 21,003 12,598 9,342 3,679 46,624 (△22) 46,602

営 業 費 用 19,204 11,613 9,136 3,681 43,635 (△22) 43,613

営 業 利 益 1,799 985 205 △ 1 2,989 － 2,989

　２．所在地別セグメント情報

全セグメントの売上高の合計及び全セグメント資産の金額の合計に占める本邦の割合がいずれも 90％

超であるため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。

　３．海外売上高

海外売上高が連結売上高の 10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。
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８．受注及び販売の状況
14年9月中間期(平成14年4月1日～平成14年9月30日) （単位：百万円）

期首受注残高 受注高 売上高 中間期末受注残高

区　分 金   額 構成比 金   額 構成比 金   額 構成比 金   額 構成比

軸 受 機 器 1,308 17.7 11,341 48.8 11,586 48.8 1,063 15.3

構 造 機 器 5,200 70.2 6,424 27.6 6,531 27.5 5,093 73.6

建 築 機 器 677 9.1 3,984 17.1 4,096 17.3 565 8.2

そ の 他 224 3.0 1,498 6.5 1,522 6.4 201 2.9

合 計 7,412 100.0 23,248 100.0 23,737 100.0 6,923 100.0

13年9月中間期(平成13年４月１日～平成13年9月30日) （単位：百万円）

期首受注残高 受注高 売上高 中間期末受注残高

区　分 金   額 構成比 金   額 構成比 金   額 構成比 金   額 構成比

軸 受 機 器 1,329 16.3 10,405 45.9 10,423 47.1 1,311 15.1

構 造 機 器 5,502 67.5 6,452 28.5 5,679 25.6 6,275 72.4

建 築 機 器 704 8.6 4,413 19.5 4,316 19.5 802 9.3

そ の 他 616 7.6 1,388 6.1 1,728 7.8 276 3.2

合 計 8,153 100.0 22,661 100.0 22,147 100.0 8,666 100.0

14年3月期(平成13年4月1日～平成14年3月31日) （単位：百万円）

期首受注残高 受注高 売上高 期末受注残高

区　分 金   額 構成比 金   額 構成比 金   額 構成比 金   額 構成比

軸 受 機 器 1,329 16.3 20,983 45.8 21,003 45.1 1,308 17.7

構 造 機 器 5,502 67.5 12,296 26.8 12,598 27.0 5,200 70.2

建 築 機 器 704 8.6 9,315 20.3 9,342 20.1 677 9.1

そ の 他 616 7.6 3,266 7.1 3,657 7.8 224 3.0

合 計 8,153 100.0 45,861 100.0 46,602 100.0 7,412 100.0
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９．有価証券に係る注記

（当中間連結会計期間）（平成 14 年 9月 30日現在）

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの

該当事項はありません。

２．その他有価証券で時価のあるもの

種     類 取得原価 時価 差額

(1) 株 式 2,716百万円 2,648百万円 △ 68百万円

合 計 2,716百万円 2,648百万円 △ 68百万円

　　３．時価評価されていない主な「有価証券」

種類 中間連結貸借対照表計上額 摘要

その他有価証券

非上場株式 605百万円

ＭＭＦ等 4,525百万円

非上場外国債券 1,000百万円

（前中間連結会計期間）（平成 13 年 9月 30日現在）

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの

該当事項はありません。

２． その他有価証券で時価のあるもの

種     類 取得原価 時価 差額

(1) 株 式 3,179百万円 2,978百万円 △ 201百万円

(2) 債 券

①国債・地方債等 － － －

②社 債 38百万円 39百万円 1百万円

(3) そ の 他 3百万円 3百万円 0百万円

合 計 3,221百万円 3,021百万円 △ 200百万円

３． 時価評価されていない主な「有価証券」

種類 中間連結貸借対照表計上額 摘要

その他有価証券

ＭＭＦ等 5,238百万円

非上場株式 455百万円

非上場外国債券 1,000百万円
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（前連結会計期間）（平成 14 年 3月 31日現在）

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの

該当事項はありません。

２．その他有価証券で時価のあるもの

種     類 取得原価 時価 差額

(1) 株 式 2,963百万円 2,756百万円 △ 206百万円

(2) 債 券 39百万円 39百万円 0百万円

① 国債・地方債等 － － －

② 社 債 39百万円 39百万円 0百万円

(3) そ の 他 6百万円 6百万円 0百万円

合 計 3,009百万円 2,802百万円 △ 206百万円

３.時価評価されていない主な「有価証券」

 　 

連結貸借対照表計上額 摘要

その他有価証券

ＭＭＦ等 5,116百万円

非上場株式 610百万円

非上場外国債券 1,000百万円

１０．デリバティブ取引の契約額、時価及び評価損益

（当中間連結会計期間）

金利スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しておりますので記載から除外しております。

（前中間連結会計期間）

　　同　　上

（前連結会計年度）

    同　　上

１１．関連当事者との取引

　　　 該当事項はありません。


